
当社概要

会社名 サトレストランシステムズ株式会社

本社 堺市堺区遠里小野町

設立 昭和２６年４月

資本金 ５５億９２百万円

株式 大阪証券取引所 第一部上場

売上高 約 億売上高 約２４６億

従業員数 従業員 約５８０名

ﾟ ﾄﾀｲﾏ 約７４００名ﾊ ｰﾄﾀｲﾏｰ約７４００名

事業内容 『和食さと』『すし半』等の経営

店舗数 ２０９店舗 直営店舗数 ２０９店舗 直営

平成２３年３月期実績



１． 外食産業から排出される食品廃棄物の特性

業態ごと企業ごとに食品廃棄物 組成が全く異なり 季節変動（質 量）がある１．業態ごと企業ごとに食品廃棄物の組成が全く異なり、季節変動（質・量）がある。

２．食べ残しは品質が不均一で、不可食部位や夾雑物が混ざりやすい。

３．店舗の食品廃棄物は水分率が高く、エネルギー自立が難しく、

短時間で腐敗変質を起こしやすい。→臭気・衛生上の問題

・改善策⇒集塵室の冷蔵庫化・乾燥機の導入⇒ｴﾈﾙｰｷﾞｰ的負荷・コストが課題

４．一事業所あたりの食品廃棄物が少量で、多店舗ある為、収集・運搬料金が、

一事業所で多量に排出される、その他食品関連産業より、もともと割高となり、

詳細な分別によりさらにコストが増加する。（少量の為、原料として販売できない）

５．品質の安定した食品残渣をリサイクルしようとしても、店舗の多い都市圏に

リサイクル施設が少なく、遠方まで運ぶ必要がある。またリサイクル施設の

処理費用が高価。さらに、品質の安定した食品残渣以外（特に食べ残し）は、

リサイクル施設が受け入れに課題がある為、別途焼却処理場に運ぶ必要がある為、

さらなる収集運搬処理費用の費用追加となる。

外食産業の努力の方向と課題（食品リサイクル法の原点は、食べ物を大切にしようとする気持ち）

１、発生抑制⇒食品廃棄物の削減 ⇒食品ロス削減が優先

『もったいない』の観点からの、ロス削減への取り組みが効果的

２、リサイクル ⇒サプライチェーンの川上で、廃棄物を処理。ループ作りが課題。、リサイクル サプライチ ンの川上で、廃棄物を処理。ル プ作りが課題。

店舗での食べ残し・非加食部位の処理は、企業ごとで対応に限界。

⇒コスト増加・エネルギー負荷増大（検討課題：バイオマス的側面）



２． 自社の食品廃棄物の具体例

店舗の仕込み（準備段階）の食品廃棄物店舗の仕込み（準備段階）の食品廃棄物
（非可食部位や種類ごとに少量の残渣）セントラルキッチンの廃棄物

店舗で発生する食べ残し

お茶の葉・コーヒーカス



食品企業等の食品ロス削減への取組み

３．環境対策推進 （食品ロス削減）

食品企業等の食品ロス削減への取組み
（農林水産省ＨＰ （http://www.maff.go.jp/）
⇒食糧⇒食品ロス削減⇒食品企業等の

食品ロスへの取り組み事例）

小分けされた食材を⇒発注・納品・仕込み・調理
とこまめに実施する事により、ロス削減

販売量に応じた発注数・ロスデータを管理し
数値の見える化により、ロス削減継続

（ウイクリーマネジメント）

店舗 本社

販売データ

集信

ウィ クリ マネジメント各帳票

問題点の改善・実施

演算

出力

ウィークリーマネジメント各帳票

売上・人件費・食品ロス・エネルギー



４． 食品廃棄物の削減取り組みまとめ

１．発生抑制推進（前提条件は廃棄物の質と量を把握）抑制推 前提条件 廃棄物 質 握
⇒食リ法の見直し：業種・業態別発生抑制のベンチマーク

（２４年４月より２年間の目標値（原単位））の施行検討
メニュー製作～食材調達過程⇒

・仕入過程 ⇒ 量の少ない加工済み食材の導入（小ロット化・川上での効率的なリサイクル）仕入過程 ⇒ 量の少ない加工済み食材の導入（小ロット化 川上での効率的なリサイクル）
・商品化過程⇒ 量の少ない（食べ切れる）メニューの工夫（小ポーション化）
・販売過程（店舗） ⇒ 発注量 ・仕込み量（少量・多頻度化）
・管理継続 ⇒ 見える化（目標・評価）により継続。ウィークリーマネジメント

週間で、店舗食材管理を実施することにより、
問題点の早期発見と早期対策が行える。
ロスや理論使用量等を表示し、
ロス管理 仕込み量の決定 発注数の資料としているロス管理・仕込み量の決定・発注数の資料としている。
※食材の仕入れや仕込みを行う場合、客数に影響する

情報をもとに、需要予測を微修正する必要がある。

２．リサイクルの推進
⇒業種連携地方事業スキームによるリサイクルループの創造

・廃食油等、夾雑物の少ないエネルギーを有する食品廃棄物⇒リサイクル
・店舗廃棄物（店舗の水分率や狭雑物の多い）の処理・店舗廃棄物（店舗の水分率や狭雑物の多い）の処理

今後の課題⇒地球にやさしい地域事業スキームを模索
・ひょうごｴｺﾀｳﾝ推進会議『 都市型食品残さ有効利用研究会』 事務局（財）ひょうご環境創造協会
・フードバンク活動との連携模索(セカンドハーベスト）



環境大臣賞食品リサクル優秀賞受賞（２１年３月・外食産業初）

５．食品廃棄物の削減と今後の課題（さらなる発生抑制）

環境大臣賞食品リサクル優秀賞受賞（２１年３月 外食産業初）

その後のさらなる取り組み リサイクルから ⇒ 発生抑制へ

廃食油全店リサイクル

リサイクルも エネルギーを消費

もったいない

自社の全店舗から発生する廃食用油を薬用ハン
ドソープに再生利用し、自店舗で使用する他、畜
産飼料、インク、塗装原料、工業用燃料に１００％

濾過機の導入
必要台数のみ使用
廃食油の

産飼料、インク、塗装原料、 業用燃料
再生利用。また、発生抑制、減量の取組も実施。

外食産業における食品リサイクルの先駆的活動
を継続して実施されており、食品リサイクルの取り
組みが遅れていると言われる外食産業の分野に

廃食油の
発生抑制 努力

組みが遅れていると言われる外食産業の分野に
おいて、他企業の模範となっている。

Ｈ２１．３．１６．報道発表 環境省ＨＰより

Ｈ．２２年度実績 ２３７トン
（食リ報告書上：発生抑制合計575ｔ）

１９年度比 約１８２トン（４３％）削減



６． 食品廃棄物の削減と今後の課題
ロス削減を前提とした、バイオマス利活用

リサイクル施設 リサイクル施設 農協及び、
農林水産

・商品・原料

・ｴﾈﾙｷﾞｰ

・原料供給・熱ｴﾈﾙｷﾞｰの連携

（ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ等の活用）

リサイクル施設

農 産
関連事業者

・商品

・ｴﾈﾙｷﾞｰ

・商品・原料

・ｴﾈﾙｷﾞｰ

・商品・原料

・ｴﾈﾙｷﾞｰ

リサイクル施設

地域分散型で、各産業を一体化した連携システムの構築

・食材

地域分散型で、各産業を 体化した連携シ テ の構築
サステナブルな省エネ型トータルシステムを目指す。
（エコファクトリーのエネルギー供給やファインケミカルの
回収なども検討）

移動距離の短縮

※優先は 消費者 食品産業連携による発生抑制廃棄物 料
価格

収集・運搬業 排出事業者（外食） 産・官・学・消

※優先は、消費者・食品産業連携による発生抑制・廃棄物・原料

・廃棄物・原料

収集 運搬業 排出事業者（外食）

排出事業者

移動距離の短縮
残渣のﾐｷｼﾝｸﾞにより
必要スペックに調整
（製造原料）

回収の連携

産・官・学・消

連携体制

排出事業者（外食）
収集・運搬業

排出事業者
（他産業）

（製造原料）

価格



７．環境対策推進（二酸化炭素排出削減：機器の適切な運用）

冷蔵庫・冷凍庫のフィルター清掃冷蔵庫・冷凍庫のフィルター清掃

・冷蔵庫のフィルター清掃
・パッキン交換による冷気漏れを防ぐ

冷蔵庫の冷気漏れする

エアコンのフィルター清掃
最大で３０％削減

・パッキン交換による冷気漏れを防ぐ
１５％削減 （冷蔵庫の使用電力：ＪＦ資料）

冷蔵庫の冷気漏れする
パッキンを交換



８．環境対策推進（二酸化炭素排出削減：ＬＥＤ看板照明）

寝屋川太秦店寝屋川太秦店

ＬＥＤ看板照明（１１０Ｗ×4台）
看板用ＬＥＤ照明（１１０Ｗ）
自社独自照射角度調整アーム

約70％削減
蛍光灯内照式（約１４００Ｗ）

盤面サイズ⇒2.9倍に増加

堺美原店

1面 約10坪看板用ＬＥＤ照明
（1面 １１０Ｗ×４）

Ｈ．２２年度オール電化店舗平均
⇒他店舗比 年間ＣＯ2排出量85％



９．環境対策推進（二酸化炭素排出削減 ：取り組み例）

在阪の外食企業に
よる省エネ外食店舗
の普及を目指す

日本で唯一外食産
業 地域協議会業の地域協議会
・情報交換
・普及啓発

無沸騰型ゆで麺機

社内に 環境対策推進
委員会発足
（省エネ推進委員会）

無沸騰型ゆで麺機
（水道使用量1/10)
（ガス使用量85％）

ＬＥＤ店内照明
（シリカ・ハロゲン球
６０ ８０Ｗ ６ ９Ｗ）６０～８０Ｗ→６．９Ｗ）

・高効率エアコン
（１０～２０馬力）

エコキ ト （ヒ トポンプ給湯器）

１５年程度前の機種
⇒ ６０～８０％削減

Ｈ．２０年オール電化の実験店（兵庫県神戸市）

・エコキュート （ヒートポンプ給湯器）
単相２００Ｖ ３７０Ｌ
１３ＫＷ ６０％ 削減
・深夜電力使用給湯器（昼間節電）



１０．環境対策推進 夏季の節電状況 （関西電力管轄：１２１店舗）



１１． 環境対策推進（二酸化炭素排出削減）まとめ

１．従業員教育 （『もったいない』意識付け教育）

・省エネの行動促進（・本社と店舗との連携・スタッフ教育 ）

機器の・ＯＮＯＦＦ管理 ・温度管理 ・フィルター類の清掃他(店舗での努力）

２．機器の適切な運用

・機器の適切な補修（パッキン不良交換 ）・フィルター洗浄他（本社サイドの努力）・機器の適切な補修（パッキン不良交換 ）・フィルター洗浄他（本社サイドの努力）

３．省エネ推進社内組織作り

・経営陣を先頭に省エネ推進実施

４.データー管理

・定量化（数値で把握）⇒基本

見える化（数値変化が見えるようにする）無駄 発見 異常値 管理・見える化（数値変化が見えるようにする）無駄の発見⇒異常値の管理

・数値目標の設定と評価の実施(社内ベンチマーク）⇒維持継続）

５．省エネ機器の導入省 ネ機器の導入

・高効率機器の導入

６．情報交換 ⇒ 連携による解決模索 ⇒ 連携による解決

（社）大阪外食産業協会環境部門会

大阪府省エネ外食店舗普及推進協議会


